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初等中等教育における学校教育の情報化の

今後の姿について（論点整理）

平成１７年４月１５日

初等中等教育における教育の情報化に関する検討会

現在、政府においては 「 年に世界最先端のＩＴ国家となる」との目標、 2005
を達成するため、内閣に設置されている高度情報通信ネットワーク社会推進戦

「 」 、略本部が平成 年６月 日に作成した 重点計画 等に基づき16 15 e-Japan 2004
各省庁において様々な施策が展開されている 「学校教育の情報化」について。

も、同計画に、 年度までに達成すべき数値目標等が定められているとこ2005
ろであるが、これに加え、本年２月 日に同本部決定された「ＩＴ政策パッ24
ケージ －世界最先端のＩＴ国家の実現に向けて－」においては 「取組2005 、

みをさらに強化する」対象に「教育」が掲げられるなど、 年度の目標達2005
成に向けた取組みが示されたところである。

文部科学省においては、これらの計画等に掲げられた内容も踏まえ、学校教

育の情報化に向けて様々な施策を展開しているところであり、特に、同計画に

おいて平成 年度までの達成期限が定められた目標の実現に向けて、所要の17
地方交付税措置も講じられ、関係府省や民間等との連携も含む様々な取組みが

展開されていると評価される。また、各地方自治体においても、平成 年度17
の目標達成に向けた政府レベルや官民を挙げた集中的な諸施策を受けて、最終

年度である平成 年度に様々な施策を計画しているようである。17
国及び地方の双方が目標の実現に向けた施策を展開している現状を踏まえ、

平成 年度以降については、原則として、平成 年度の目標達成がなされた18 17
ＩＴ環境整備を前提として（例えば、全ての教室がインターネットに接続され

た環境を念頭に置いて 、今後の各教科等におけるＩＴを活用した指導や、情）

報教育の内容について議論がなされるべきである。

また、この目標が平成 年度までに達成されなかった場合も、平成 年度17 17
以降一刻も早くこの目標を達成すべきことはいうまでもない。平成 年度末17
に目標が達成されていない地方自治体においては、速やかに目標達成がなされ

るよう、最大限の努力がなされるべきである。

ところで、学校教育の情報化は 「 重点計画 」に掲げられた目標、 e-Japan 2004
を実現することのみをもって達成されるものではなく、平成 年度以降も引17
き続き推進することが必要となる。このため 「初等中等教育における教育の、

情報化に関する検討会 （以下「検討会」という ）においては、平成 年度」 。 17
以降も見据えた、初等中等教育における学校教育の情報化の今後の姿について

、 、 。を検討項目として掲げ 自由に意見を交換し その論点を整理することとした
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以下、本年１月から開催された検討会における意見等について整理するが、

現時点では、検討会としての統一した意見、方向性を集約し、取りまとめたも

のとはせず、今後、文部科学省内外において、具体的に検討が進められるに際

して、その検討状況等に応じて適切に活用されることを期待することとする。

また、文部科学省内外の検討状況等を踏まえ、必要に応じ検討会においても適

切に検討を行うこととする。

．「 」 「 」 、１ 重点計画 に掲げられた 学校教育の情報化 に係る目標とe-Japan 2004
現状について

検討会で交換された意見の内容について触れる前に、その前提として、

委員の間で認識を共有化した、現在の「 重点計画 」に掲げらe-Japapn 2004
れている「学校教育の情報化」に係る目標と、その現状について簡単に触

れる。

( ) 「 重点計画 」に掲げられた「学校教育の情報化」に係る1 e-Japan 2004
目標

「学校教育の情報化」については、コンピュータ整備、高速インター

ネット接続、校内 整備、教員のＩＴ指導力の向上等について、小LAN
中高等学校及び盲・聾・養護学校等における目標を記載している 「学。

校教育の情報化」に関する目標の具体的な記述については、別添１を参

、 、 。照されたいが 特に注目すべき項目を列挙すれば 以下のとおりとなる

① ＩＴ環境整備 関係

・ 年度までに、概ねすべての公立小中高等学校等が高速インタ2005
ーネットに常時接続できるようにするとともに、各学級の授業におい

てコンピュータを活用するため、必要な校内 の整備や 授業なLAN IT
どに対応した「新世代型学習空間」の整備等を推進することにより、

すべての教室がインターネットに接続できるようにする

・ （公立小中高等学校等について） 年度までにコンピュータ教2005
室における１人に１台使える環境の整備のほか、普通教室等への整備

、 。を推進し 教育用 １台あたり児童・生徒 人の割合を達成するPC 5.4

② 教員によるＩＴを活用した教育の推進 関係

・ 年度までに、約 万人の公立の小中高等学校等の概ねすべて2005 90
の教員がコンピュータ等のＩＴを用いて子どもたちを指導することが

できるようにする。
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( ) 「 重点計画 」に掲げられた「学校教育の情報化」に係る目2 e-Japan 2004
標の現状

( )で掲げた目標に係る平成 年度末の現状については、別添２を参1 15
照されたいが、その要旨を記せば、概ね以下のとおりとなる。

① ＩＴ環境整備 関係

・ 公立小中高等学校等のうち、高速インターネット（ 以上）400kbp
に接続されている学校の割合は、 ％である。71.6

・ 公立小中高等学校等における普通教室のうち、校内 に接続しLAN
ている教室の割合は、 ％である。37.2

・ 公立小中高等学校等における教育用 １台当たりの児童生徒数PC
は、 人である。8.8

② 教員によるＩＴを活用した教育の推進 関係

・ 公立小中高等学校等の教員のうち、コンピュータを使って教科指導

等ができる教員の割合は、 ％である。60.3

２ 「初等中等教育における教育の情報化に関する検討会」における検討の．

論点整理

検討会においては、１．で記した内容について認識を共有化した上で、

平成 年度以降も見据えた初等中等教育における学校教育の情報化の今17
後の姿について、様々な意見交換が行われた。以下では、その内容につい

て記す。なお、その前提として 「情報活用能力」の育成と、各教科等の、

目的を達成するためのＩＴの活用とを混同すべきでないことに留意する。

( ) 教育の情報化の評価について1

現在 「教育の情報化」については、校内 整備率や、コンピュ、 LAN
ータを活用して指導ができる教員の割合等、定量的な指標に基づく評価

が行われている。これらの指標に基づき諸外国と比較すると、我が国の

教育の情報化は、遅れが見られるところである。

一方で 「教育の情報化」においては、本来、ＩＴを活用してどのよ、

うな教育が行われ、それがどのような効果を挙げているかについてが重

視されるべきある。定量的な指標も意味はあり、それ自体を決して軽視

すべきではないが、それのみを強調しすぎると 「教育の情報化」が単、

なる数字合わせになり 「質的な利用度」や、最も重視すべき「ＩＴを、

活用してどのような教育が行われ、それがどのような効果を挙げている

か」についてが軽視されることになりかねない。定量的な指標のみを取

り上げて、我が国の教育分野全体で見た情報化が「遅れている」という

評価を下すことについても、慎重になるべきである。
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加えて、授業内容や授業形態に応じたＩＴ活用の評価観点があるはず

であり、その観点では、ＩＴの積極的な利用には至っていないのではな

いかといった意見や、諸外国と比べれば、やはり「遅れていないとはい

い難い」という意見もあった。

また、毎年度、文部科学省が行っている、教育の情報化に関する実態

調査について、調査方法を見直すべきとの意見もあったが、従来の調査

結果との比較、継続性の問題や、現在及び将来の「学校教育の情報化」

、 。に係る目標との整合も踏まえつつ 判断していくべきものと考えられる

( )ＩＴを活用した教育の効果2

、 、ＩＴを活用した教育の効果については 評価しにくいところがあるが

効果を評価するに当たっては、その重要性を共感してもらえるようにす

ることが大切である。

、 、以上を前提としつつ ＩＴを活用した教育の効果に係る先例を見ると

英国の調査等においては、ＩＴの活用により、子どもたちの学習意欲等

が高まることが明らかにされている。

また、我が国においても、ＩＴを活用した教育による児童生徒の学力

向上、及び児童生徒が主体的な学習をすることによる学力の向上につい

て、各種の調査研究が行われている。調査研究によれば、ＩＴを活用す

ることによる教育効果を期待できる指導場面は多数あることが判明し、

、 、また ＩＴを活用することによる教育効果が特に期待される分野として

「興味・関心 「情報活用能力」及び「知識理解」が挙げられることが」

示されている。また、ＩＴを活用した教育の効果を実証するための授業

においては、特に児童生徒の「関心・意欲・態度」の面での向上効果が

得られたとの結果も示されている。

このように、ＩＴを活用した教育については、我が国においても、そ

の効果が検証され、より具体的には、従来の伝統的な学力のみならず、

新しい能力もＩＴを活用することで向上することが示されている。

このように、学校教育におけるＩＴの活用の促進は、社会の要請に応

えるものでもある。今後、教育の情報化に携わる者、特に教員は、実際

にＩＴを活用するに当たり、大きな指導効果が期待される指導場面や指

導分野も認識しつつ、ＩＴ活用に係る社会的要請に応えるため、積極的

なＩＴの活用を図ることが求められる。
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( ) 今後の教育の情報化について3

① 情報化に臨む姿勢

ＩＴの活用は、魅力ある授業、分かる授業を実現するための新しい

方法論として位置づけられ、その実現のために役立つものであり、我

が国の学校教育のために必要と考えられるものである。

人間力や人間性の育成と教育の情報化は両立するものであり、教育

の情報化を進めるに当たっては、強制的にその「必要性」を普及させ

るのみならず、社会の中で「自律的」に教育の情報化の必要性（必然

性）を醸成させることも重要である。

以上を踏まえつつ現状に目を向ければ、一般社会におけるＩＴ環境

は依然として急速に進展している。子どもの生活実態に合ったＩＴ環

境の下での教育が望まれることから、少なくとも、一般社会における

ＩＴ環境と学校のＩＴ環境との間のギャップは少ない方がよく、子ど

もが置かれている一般社会のＩＴ環境が進展すれば、それに応じた学

校のＩＴ環境の整備が必要となる。特に、昨今、新たな機能の付加等

が著しい携帯端末の普及については、留意することが望まれる。

一般に、教育現場におけるＩＴ化は、一般社会におけるそれと異な

る「特別なもの」と思われている場合もある。一般社会におけるＩＴ

化の進展には教育現場の教員も留意すべきであり、教員は、教育現場

におけるＩＴ化が、決して「特別なもの」ではないという認識を持つ

ことが重要である。

② ＩＴ環境整備

一般社会における情報化の進展は著しく、多様な設備が開発されて

いる。このため、今後、これら多様な設備を活用した、多様な形態の

ＩＴ環境が現出することも想定されることを念頭に置くことが望まれ

る。

また、ＩＴ環境整備は、直接的には地方自治体が行う事務であるこ

とから、一般社会における情報化の進展を踏まえた、地方自治体の判

断に基づく、自由なＩＴ環境整備が期待されるところであり、国にお

いては、今後、地方自治体がＩＴ環境を整備するに当たっての参考と

しうる、ＩＴ環境のモデルを念頭に置いた、一定の指針となるような

目標を設定していくことが期待される。

なお、具体的なＩＴ環境に関する意見として 「従来のような『コ、

ンピュータとインターネット』という視点ではなく 『情報端末と情、

報網』という視点で議論すべき 「一人一人がいつでも使いたいと。」

きに使える環境、教員がいつでもどこでも手軽に使用できるＩＴ環境

（電子ボード等の設置）を目指すべき 「ブロードバンド化を促進。」

すべき 「生徒及び教員それぞれに一人一台の情報端末の整備が必。」
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要 「教員の校務処理用ＩＴ環境の充実 」といったものがあった。。」 。

また ハード面ではないが 教育用コンテンツについて 教員が そ、 、 、 「

」 。こさえ見れば 利用できるようなものがあるとよいとの意見もあった

（なお、国立教育政策研究所では、教育・学習に関する情報の中核的

サイトとして、教育情報ナショナルセンター（ ）の整備Web NICER
。 、 、が進められている また 独立行政法人教員研修センターにおいても

研修や授業実践に役立つ情報等を提供する研修支援情報システムをホ

ームページを通じて提供している ）。

一方で、ＩＴ環境整備の直接的な実施主体である地方自治体におい

ては、予算上の制約が大きい。特に学校における施設及び設備の整備

については、現在、防災の観点から、学校の施設等を耐震基準を満た

したものとするための改築等が優先され、ＩＴ環境整備に係る予算の

確保が難しいという意見もあった。

これに対し、ＩＴ環境を整備していくためには、地方自治体の教育

委員会ごとに、教育及び教育の情報化のビジョン、理念等を設定し、

体系的な情報化の道筋を立てることが重要であるとの意見 「子ども、

の力をつけるために、ＩＴ環境を整備する」といえるようにすべきと

いった意見が示された。加えて、学校単位でも、教育委員会の理解と

協力の下、予算面での優遇措置が必要との意見もあった。

この他、教育の情報化が、主として地方交付税措置により進められ

ていることが、整備の遅れや地域格差を生み出したのではないか、ま

た、例えば、情報教育振興法のようなものをつくり、国が責任をもっ

て整備を促進することができないか、との意見もあった。また、ＩＴ

が教員にとって使いやすい形で提供されるような工夫が必要といった

意見もあった。

③ 教員によるＩＴを活用した教育の推進

( )において、学校教育の情報化を図るに当たり重視すべき事項と1
して 「ＩＴを活用してどのような教育が行われ、それがどのような、

効果を挙げているか」を掲げたが、ＩＴを活用した教育を行うために

はＩＴ環境を整備するのみでは不十分であり、整備されたＩＴ環境を

実際に教員が活用することが必要となる。教員によるＩＴを活用した

教育については、必ずしも十分ではないという意見が多く 「無理や、

りＩＴを活用しているに過ぎず 『分かる授業』につながっていない、

場合もある」といった意見もあった。また 「ＩＴにより教育が如何、

に変わるかを知らない教員がいる」という、教員の意識の低さを指摘

する意見もあった。

以上を踏まえ、教員によるＩＴを活用した教育を進めるためには、

大きく、教員による自発的な活用の促進と、教員にＩＴを活用した指
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導を行う能力を習得させることとの２つが考えられる。

まず、教員による自発的な活用を促進するためには、ＩＴを活用す

ることによりどのような利点が得られるか、如何に生徒の学力をアッ

プさせる指導ができるかを整理する必要があるが、これについては、

前出( )で記した英国での調査結果等や、本年度行われた我が国にお2
ける調査研究結果の扱いが重要になるであろう。また、教員が、自ら

がＩＴを活用しているイメージを持ちうるようなモデルを示すことも

重要である。この他、教員を対象に、ＩＴ活用のメリットを感じさせ

るような校内研修等を実施することが重要、講習会等において授業で

実際にＩＴが使われることを教えることにより教員が学ぶ動機付けを

すべき、若手教員をターゲットとしてＩＴ活用のメリットを感じさせ

るようにＩＴ活用実践を進めてもらうことが肝要、はじめから難しい

ＩＴを活用するのではなく簡単なものから入るようにすべき、といっ

た意見もあった。

次に、教員にＩＴを活用した指導を行う能力を習得させることにつ

いてであるが、これについては「教員のＩＴ指導力を高めるために教

員が身につけるべき能力を明確化すべき 「教員を目指す学生に対」、

して全教科におけるＩＴ活用の基礎基本を学ばせることを制度化すべ

き」といった意見があった。前者については、情報化の進展が進む状

況下、網羅的に当該能力を示すことの可否やその意味も踏まえた検討

が必要と考えられる。後者については、現時点でも教育職員免許法令

上は、小中高等学校の教員の普通免許状を取得するための教職課程の

うち 「教育課程及び指導法に関する科目」に含めることが必要な事、

項として「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む 」。）

が定められている。また、昨年７月に文部科学省初等中等教育局教職

員課長より各都道府県・指定都市教育委員会に発出された通知におい

ても 「教員が授業等において必要とするＩＴスキル、ＩＴリテラシ、

ーに関する知識の向上を図るため、これらに関する内容が教員採用選

考において扱われるよう努めること 」とされているところであり、。

これらを踏まえた検討が必要と考えられる。

これらの意見に加えて、例えば、座学後のＩＴ活用実践の結果を報

告させるところまで研修で求める等、研修の在り方を考える必要があ

るとの意見や、学校ごとに先生が不得意分野をカバーし合って全体と

してバランスの取れたＩＴ活用を可能にすることも考えられるとの意

見もあった。これらについては、実際に教員研修を行い、教員の配置

、 。について判断する 各地方自治体の教育委員会の取組みが期待される

また、ＩＴを如何にうまく使えるようにするかについてモデルを示

すことが大切、日本全体でプログラミングをできる人を増やせばその

中でＩＴを使える教員が増える 「生徒」から見てプロジェクタ等を、
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使った授業はこれくらい受けなければならない等の制約を設ける、い

い授業をしようとしている教員が報われたり、教員にＩＴを活用する

インセンティブを与えたりするための工夫を考える、教員の資質能力

の向上を図っていく中で（養成・採用・研修等 、ＩＴ指導力を育成）

していくことが必要である、小中高の各学校段階においてどのような

ＩＴ活用を何時間導入するかの指針を示すことが考えられる等の意見

もあった。

④ その他

教育の情報化の主体については「国、自治体が共に考えるべき 」。

。 、 、 、等の意見があった 教育の情報化については その内容に応じて 国

地方自治体がそれぞれの立場から情報化を進めることが必要になると

考えられる。

その中で、③においても若干言及したが、地方分権の推進を念頭に

置いた三位一体の改革が進められている現下、一般社会における情報

化の進展を踏まえた、地方自治体の独自判断に基づく情報化の推進が

強く期待されている。検討会においても 「トップダウン的に情報化、

を進める時期にある 」との意見もあった一方で 「自治体の長の責。 、

任」について言及する意見や 「 地方自治体における）多数の施策、（

の中での『教育の情報化』を考える必要がある 「トップダウンの。」

施策のみならず、教育センター等が行うボトムアップの施策を考える

ことも重要 「教育委員会として、情報教育のビジョン、理念が欠。」

けている 」といった地方自治体の対応を求める意見や 「現場にお。 、

いてＩＴの価値を理解してもらうことが大切 」といった、教育現場。

に近いレベルでの対応を求める意見もあった。

この他 「情報化を『学校と家庭 地域とが連携して教育活動を展開、 ,
していくための手段』として進めるべき 「保護者などにＩＴを活」、

用した教育の意義を知らせることが大切。多くの保護者が学校におい

てもＩＴの恩恵を受けるべきと考えているはず 「 何故、隣の学。」、『

校でやっているのに、うちの学校でやらないのか 』という感覚を広。

げること 「子どもたちに『ＩＴを使いたい』という意識を持たせ」、

ることが大切」との意見（その一方で「子どもはＩＴを使う使わない

について特段の意識はない」という意見）や、情報化を推進する具体

的な施策として 「組織面での整備（支援者派遣予算の一元化等 、、 ）」

「英国のように、プロのコンサルタントを雇う仕組みが重要 「研」、

究開発機関の整備 「国の整備したコンテンツを簡単に配信するた」、

めの仕組みづくり 「児童・生徒が間断のないＩＴ利用環境にいる」、

ことが大切 「一部の地域で実施されているネットデイ等の地域ぐ」、

るみの取り組みのノウハウを、全国の他の地域へ伝えていくことが重

要」等、具体的な施策の提言に相当する意見もあった。
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３．最後に

冒頭にも記したが、以上は、本年１月より現在までに開催された「初等

中等教育における教育の情報化に関する検討会」において 「学校教育の、

情報化の今後の姿について～ 年度以降の学校教育の情報化について2006
～」を検討し、その中で出された各委員の意見等を概ね整理したものであ

る。

e-Japan 2004 17現在 関係省庁を挙げて 重点計画 等に基づき 平成、 、「 」 、

年度までの達成期限が定められた目標の実現に向けた各種施策が進められ

ているところであり、文部科学省においても、学校教育の情報化に係る目

標の実現に向けた様々な施策が展開されている。しかしながら、学校教育

の情報化は 「 重点計画 」に掲げられた目標を実現することの、 e-Japan 2004
、 、 、みをもって達成されるものではないことを考えれば 今後 政府レベルで

平成 年度以降の学校教育の情報化の在るべき姿についての検討が進め18
られることも考えられる。

本論点整理は、このような状況を踏まえ、今後、学校教育の情報化につ

いて具体的に検討を進めるに当たり、その検討状況等に応じて適切に活用

されることを期待するものである。また、いうまでもなく、本論点整理を

踏まえ、より適切な学校教育の情報化に係る施策を展開することを期待す

るものである。



（別添１）

初等中等教育段階の学校教育における情報技術（ ）活用についてIT
～ 重点計画 （ ）関連部分抜粋 ～e-Japan 2004 平成 年６月 日 戦略本部16 15 IT

Ⅲ．重点政策５分野

２．人材の育成並びに教育及び学習の振興

（２）学校教育の情報化等
必要な 機器、ソフトウェア、コンテンツの充実を図るとともに、関連する諸施IT

策を実施することにより、子どもたちが の活用方法に慣れ親しみ、習熟することIT
などを通じて、子どもたちが情報を主体的に活用できるようにするとともに、すべて
の子どもたちにとって理解しやすい授業を実現する。その際、インターネット上の有
害情報対策にも十分配慮する。

)学校の 環境の整備1 IT
必要なコンピュータを整備し、インターネット接続の高速化を推進するなど、すべ

ての子どもたちの 活用能力を向上させるため、ブロードバンド化等の時代の変化IT
に的確に対応した 環境を整備する。IT

ア）公立小中高等学校等の 環境の整備（文部科学省、総務省）IT
年度までに、概ねすべての公立小中高等学校等が高速インターネットに常2005

時接続できるようにするとともに、各学級の授業においてコンピュータを活用する
ため、必要な校内 の整備や 授業などに対応した「新世代型学習空間」の整LAN IT
備等を推進することにより、すべての教室がインターネットに接続できるようにす
る。あわせて、地域センター（教育センター等）を中心に各学校を結ぶ、教育用イ
ントラネットの構築を推進する。

また、 年度までにコンピュータ教室における 人に 台使える環境の整備2005 1 1
のほか、普通教室等への整備を推進し、教育用 台あたり児童・生徒 人の割PC1 5.4
合を達成する。

イ）私立学校のＩＴ環境の整備（文部科学省）
年度までに、私立小中高等学校等が、公立学校と同程度の水準の整備を目2005

指して、コンピュータの整備及びインターネットへの接続等を行えるようにする。

ウ （略））

) 指導力の向上2 IT
概ねすべての公立学校教員が、 を活用して指導ができる能力を身につけられるIT

ようにするとともに、情報社会におけるモラルやルールを教員が認識して適切な指導
を行うことができるよう、子どもを指導する立場にある教員の に関する指導力のIT
向上を図る。

また、 に関する企業や地域の人材の専門的知識、技術等を活用し、子どもたちIT
の情報活用能力の向上を図るとともに、インターネット等を利用した授業の一層の充
実を目指す。あわせてアジア太平洋地域の教員等の養成にも協力する。

ア）公立学校教員の 指導力の向上（文部科学省）IT
年度までに、約 万人の公立の小中高等学校、盲・ろう・養護学校等の概2005 90

ねすべての教員がコンピュータ等の を用いて子どもたちを指導することができIT
るようにする。

イ）～オ） （略）



)教育用コンテンツの充実・普及3
各種教育用コンテンツの充実・普及を図ることを通じ、子どもたちがこれまでの学

校の授業では接することが難しかった情報を提供することにより、子どもたちの学習
意欲の向上を図るとともに学習内容の一層の理解を促す。

（詳細項目略）

)教育情報提供体制の整備等4
学校教育や生涯学習に関する情報について、全国各地から有益な情報を検索・受信

できるような情報提供体制を整備拡充すること等により、 を活用した教育及び学IT
習の振興を図る。

（詳細項目略）

)障害のある子どもたちへの対応5
学校教育の情報化を進めるに当たっては、身体的な条件により、ＩＴの利用機会及

び活用能力の格差が生じることがないよう、障害のある子どもたちに対して十分に配
慮する。

（詳細項目略）

（ ) 教育の充実（略） ）6 IT
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都道府県別「普通教室のＬＡＮ整備」の実態

【 全 体 】 【小学校】 【中学校】 【高等学校】

順位 都 道 府 県 別
普通教室の
Ｌ　Ａ　Ｎ
整　備　率

順位 都 道 府 県 別
普通教室の
Ｌ　Ａ　Ｎ
整　備　率

順位 都 道 府 県 別
普通教室の
Ｌ　Ａ　Ｎ
整　備　率

順位 都 道 府 県 別
普通教室の
Ｌ　Ａ　Ｎ
整　備　率

※１ ※１ ※１ ※１

％ ％ ％ ％

1 岐 阜 県 84.7% 1 岐 阜 県 78.4% 1 岐 阜 県 86.5% 1 高 知 県 100.0%

2 富 山 県 76.5% 2 富 山 県 75.8% 2 富 山 県 85.1% 2 長 崎 県 100.0%

3 新 潟 県 64.3% 3 広 島 県 64.8% 3 香 川 県 67.0% 3 岐 阜 県 99.6%

4 長 野 県 63.9% 4 長 野 県 60.9% 4 新 潟 県 60.0% 4 岩 手 県 99.2%

5 石 川 県 63.1% 5 石 川 県 60.2% 5 山 梨 県 57.4% 5 富 山 県 99.0%

6 山 梨 県 62.3% 6 岡 山 県 58.2% 6 長 野 県 54.2% 6 佐 賀 県 96.8%

7 長 崎 県 62.1% 7 香 川 県 56.7% 7 石 川 県 53.5% 7 大 分 県 96.3%

8 香 川 県 60.7% 8 山 梨 県 55.9% 8 熊 本 県 53.0% 8 新 潟 県 96.0%

9 沖 縄 県 60.2% 9 新 潟 県 54.0% 9 栃 木 県 52.0% 9 茨 城 県 95.7%

10 徳 島 県 60.0% 10 長 崎 県 53.4% 10 島 根 県 52.0% 10 千 葉 県 95.6%

11 福 島 県 54.6% 11 熊 本 県 49.1% 11 沖 縄 県 51.6% 11 山 形 県 95.5%

12 島 根 県 52.7% 12 徳 島 県 48.9% 12 長 崎 県 49.6% 12 山 口 県 94.7%

13 高 知 県 52.5% 13 沖 縄 県 47.9% 13 徳 島 県 49.5% 13 山 梨 県 94.0%

14 兵 庫 県 52.0% 14 福 島 県 47.5% 14 鳥 取 県 48.4% 14 三 重 県 93.4%

15 秋 田 県 50.8% 15 栃 木 県 45.1% 15 福 島 県 48.4% 15 沖 縄 県 93.1%

16 広 島 県 50.8% 16 兵 庫 県 42.0% 16 高 知 県 47.1% 16 長 野 県 93.0%

17 栃 木 県 49.7% 17 宮 城 県 40.7% 17 北 海 道 42.2% 17 埼 玉 県 89.9%

18 熊 本 県 49.5% 18 群 馬 県 39.5% 18 兵 庫 県 42.1% 18 島 根 県 89.7%

19 千 葉 県 48.3% 19 鹿 児 島 県 39.5% 19 秋 田 県 41.4% 19 兵 庫 県 89.2%

20 佐 賀 県 48.1% 20 秋 田 県 39.2% 20 広 島 県 40.3% 20 和 歌 山 県 87.7%

21 茨 城 県 48.0% 21 佐 賀 県 39.1% 21 群 馬 県 39.2% 21 徳 島 県 87.0%

22 岡 山 県 46.5% 22 島 根 県 37.7% 22 千 葉 県 38.9% 22 青 森 県 86.3%

23 群 馬 県 46.0% 23 千 葉 県 36.6% 23 鹿 児 島 県 38.3% 23 愛 媛 県 86.1%

24 北 海 道 42.8% 24 高 知 県 36.6% 24 愛 知 県 37.4% 24 福 井 県 85.4%

25 山 口 県 42.8% 25 茨 城 県 35.0% 25 茨 城 県 34.3% 25 鳥 取 県 85.1%

26 静 岡 県 41.3% 26 福 井 県 32.9% 26 岡 山 県 32.3% 26 秋 田 県 83.8%

27 福 井 県 39.1% 27 宮 崎 県 32.8% 27 静 岡 県 32.3% 27 石 川 県 82.1%

28 鳥 取 県 39.0% 28 静 岡 県 31.9% 28 宮 崎 県 31.9% 28 群 馬 県 79.3%

29 三 重 県 36.5% 29 北 海 道 31.7% 29 山 口 県 28.0% 29 福 島 県 77.8%

30 鹿 児 島 県 35.9% 30 愛 知 県 30.2% 30 福 井 県 27.9% 30 北 海 道 73.7%

31 岩 手 県 33.0% 31 山 口 県 27.2% 31 福 岡 県 26.5% 31 静 岡 県 72.1%

32 大 分 県 32.5% 32 福 岡 県 23.7% 32 宮 城 県 25.5% 32 栃 木 県 65.5%

33 宮 城 県 32.4% 33 三 重 県 22.6% 33 佐 賀 県 24.3% 33 香 川 県 61.4%

34 和 歌 山 県 31.0% 34 鳥 取 県 19.1% 34 滋 賀 県 22.4% 34 熊 本 県 49.2%

35 愛 知 県 30.4% 35 和 歌 山 県 17.6% 35 京 都 府 19.9% 35 神 奈 川 県 44.1%

36 宮 崎 県 29.4% 36 山 形 県 17.2% 36 大 分 県 17.7% 36 岡 山 県 33.2%

37 愛 媛 県 28.7% 37 滋 賀 県 16.2% 37 山 形 県 16.2% 37 鹿 児 島 県 26.5%

38 山 形 県 28.7% 38 京 都 府 14.5% 38 三 重 県 15.8% 38 滋 賀 県 26.4%

39 埼 玉 県 28.7% 39 岩 手 県 14.0% 39 岩 手 県 15.3% 39 愛 知 県 22.9%

40 青 森 県 24.8% 40 大 分 県 13.7% 40 埼 玉 県 14.2% 40 奈 良 県 22.6%

41 福 岡 県 21.1% 41 埼 玉 県 13.2% 41 大 阪 府 12.4% 41 広 島 県 19.9%

42 滋 賀 県 20.2% 42 愛 媛 県 13.2% 42 東 京 都 12.3% 42 大 阪 府 19.0%

43 神 奈 川 県 15.3% 43 大 阪 府 13.0% 43 愛 媛 県 10.4% 43 宮 崎 県 11.6%

44 京 都 府 13.7% 44 神 奈 川 県 10.8% 44 和 歌 山 県 9.4% 44 宮 城 県 9.4%

45 大 阪 府 13.4% 45 奈 良 県 9.8% 45 奈 良 県 8.7% 45 京 都 府 5.2%

46 奈 良 県 11.6% 46 東 京 都 8.6% 46 神 奈 川 県 8.3% 46 福 岡 県 3.9%

47 東 京 都 8.9% 47 青 森 県 5.7% 47 青 森 県 6.8% 47 東 京 都 3.1%

合 計 37.2% 合 計 31.1% 合 計 32.0% 合 計 61.2%

※１  「普通教室のＬＡＮ整備率」は、全普通教室数のうち、ＬＡＮに接続している教室数の割合としている。



都道府県別「コンピュータで指導できる教員」の実態

【 全 体 】 【 小 学 校 】 【 中 学 校 】 【高等学校】

順
位
都 道 府 県 別

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで
指導できる
教員の割合

順
位
都 道 府 県 別

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで
指導できる
教員の割合

順
位
都 道 府 県 別

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで
指導できる
教員の割合

順
位
都 道 府 県 別

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで
指導できる
教員の割合

％ ％ ％ ％

1 沖 縄 県 92.4% 1 新 潟 県 99.2% 1 新 潟 県 98.0% 1 沖 縄 県 90.1%

2 新 潟 県 87.0% 2 沖 縄 県 95.2% 2 沖 縄 県 91.8% 2 岐 阜 県 74.2%

3 大 分 県 82.2% 3 大 分 県 89.3% 3 大 分 県 77.9% 3 大 分 県 70.8%

4 岐 阜 県 79.0% 4 岐 阜 県 86.0% 4 岐 阜 県 73.6% 4 千 葉 県 68.1%

5 福 岡 県 69.1% 5 福 岡 県 84.2% 5 福 岡 県 68.2% 5 香 川 県 67.8%

6 茨 城 県 68.9% 6 京 都 府 82.9% 6 秋 田 県 64.9% 6 岩 手 県 67.3%

7 京 都 府 67.6% 7 広 島 県 80.4% 7 茨 城 県 64.4% 7 鳥 取 県 57.1%

8 香 川 県 67.3% 8 茨 城 県 78.5% 8 群 馬 県 63.4% 8 山 梨 県 56.1%

9 千 葉 県 66.0% 9 鹿 児 島 県 78.4% 9 鳥 取 県 62.2% 9 茨 城 県 56.1%

10 長 崎 県 65.0% 10 長 崎 県 77.2% 10 京 都 府 59.7% 10 岡 山 県 55.0%

11 群 馬 県 63.5% 11 香 川 県 77.1% 11 長 崎 県 59.0% 11 長 崎 県 52.4%

12 鹿 児 島 県 63.1% 12 埼 玉 県 76.9% 12 鹿 児 島 県 59.0% 12 徳 島 県 52.2%

13 広 島 県 63.0% 13 福 井 県 76.0% 13 宮 崎 県 57.4% 13 山 口 県 51.7%

14 山 梨 県 62.7% 14 群 馬 県 75.0% 14 長 野 県 56.4% 14 石 川 県 51.7%

15 鳥 取 県 62.6% 15 千 葉 県 74.8% 15 栃 木 県 56.4% 15 新 潟 県 51.5%

16 秋 田 県 61.7% 16 滋 賀 県 74.7% 16 山 梨 県 56.2% 16 愛 媛 県 51.3%

17 兵 庫 県 60.8% 17 愛 知 県 73.6% 17 福 島 県 56.0% 17 栃 木 県 50.1%

18 福 井 県 60.8% 18 神 奈 川 県 73.2% 18 神 奈 川 県 55.4% 18 青 森 県 49.6%

19 岡 山 県 60.5% 19 岡 山 県 73.1% 19 兵 庫 県 54.9% 19 富 山 県 48.7%

20 神 奈 川 県 60.2% 20 大 阪 府 73.0% 20 富 山 県 54.7% 20 兵 庫 県 48.3%

21 岩 手 県 59.8% 21 宮 城 県 72.8% 21 福 井 県 54.6% 21 静 岡 県 47.4%

22 栃 木 県 59.8% 22 兵 庫 県 72.6% 22 滋 賀 県 54.5% 22 京 都 府 47.1%

23 徳 島 県 59.5% 23 愛 媛 県 72.0% 23 千 葉 県 53.8% 23 熊 本 県 47.0%

24 宮 崎 県 59.0% 24 宮 崎 県 72.0% 24 熊 本 県 53.2% 24 福 井 県 46.5%

25 愛 媛 県 58.7% 25 山 梨 県 71.7% 25 広 島 県 52.2% 25 奈 良 県 46.3%

26 福 島 県 58.6% 26 福 島 県 71.5% 26 静 岡 県 51.9% 26 秋 田 県 45.3%

27 滋 賀 県 58.6% 27 秋 田 県 70.2% 27 埼 玉 県 51.9% 27 島 根 県 45.1%

28 石 川 県 58.0% 28 徳 島 県 69.8% 28 北 海 道 51.6% 28 群 馬 県 44.5%

29 埼 玉 県 57.9% 29 静 岡 県 69.5% 29 香 川 県 50.6% 29 広 島 県 44.4%

30 静 岡 県 57.9% 30 石 川 県 69.2% 30 島 根 県 50.4% 30 高 知 県 43.8%

31 富 山 県 57.5% 31 鳥 取 県 69.0% 31 徳 島 県 49.9% 31 鹿 児 島 県 42.5%

32 宮 城 県 57.2% 32 富 山 県 68.8% 32 愛 知 県 48.7% 32 神 奈 川 県 42.2%

33 山 口 県 56.8% 33 和 歌 山 県 68.8% 33 高 知 県 48.4% 33 山 形 県 42.2%

34 熊 本 県 56.6% 34 栃 木 県 68.4% 34 山 口 県 48.2% 34 佐 賀 県 40.6%

35 長 野 県 56.5% 35 長 野 県 68.2% 35 山 形 県 47.1% 35 宮 崎 県 40.5%

36 愛 知 県 55.7% 36 山 形 県 66.3% 36 岡 山 県 47.0% 36 宮 城 県 40.5%

37 北 海 道 54.2% 37 佐 賀 県 65.7% 37 宮 城 県 46.9% 37 長 野 県 40.3%

38 山 形 県 53.9% 38 山 口 県 65.6% 38 愛 媛 県 46.1% 38 福 島 県 39.8%

39 島 根 県 53.9% 39 奈 良 県 65.5% 39 石 川 県 45.9% 39 和 歌 山 県 39.5%

40 青 森 県 53.8% 40 三 重 県 64.8% 40 和 歌 山 県 45.6% 40 滋 賀 県 39.4%

41 和 歌 山 県 53.4% 41 北 海 道 64.5% 41 岩 手 県 45.5% 41 北 海 道 39.2%

42 大 阪 府 53.4% 42 熊 本 県 64.0% 42 佐 賀 県 45.5% 42 三 重 県 38.8%

43 奈 良 県 52.9% 43 岩 手 県 62.9% 43 青 森 県 43.8% 43 福 岡 県 38.1%

44 佐 賀 県 52.2% 44 青 森 県 62.1% 44 大 阪 府 39.9% 44 東 京 都 36.3%

45 三 重 県 51.5% 45 東 京 都 61.0% 45 三 重 県 39.1% 45 大 阪 府 33.6%

46 東 京 都 49.4% 46 島 根 県 59.7% 46 東 京 都 38.2% 46 埼 玉 県 30.8%

47 高 知 県 47.5% 47 高 知 県 49.7% 47 奈 良 県 37.0% 47 愛 知 県 28.6%

合 計 60.3% 合 計 72.7% 合 計 53.8% 合 計 46.1%
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